
下水道におけるＩＣＴの活用について
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資料１



１．下水道事業の現状

２．地方公共団体や国におけるICTに係る取組状況

３．今後のICT活用に関する検討状況

本日の内容



１．下水道事業の現状
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○全国約1,500自治体で下水道事業を実施。
○平成25年度末の下水道処理人口普及率は約77％（汚水処理人口普及率は約89％。未普及人口約1,400万人）。

汚水処理普及率と下水道普及率の推移 平成２５年度末汚水処理人口普及率 （都道府県別）

東日本大震災の影響により調査不能な市町村があるため公表対象外としている。

下水道等の整備状況
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○管路延長約４６万Km 、処理場数約2,200箇所など下水道ストックが増大する一方で、施設の老朽化も進行。
○布設後50年を経過する古い管路や、15年を経過し機械・電気設備の更新が始まる処理場が今後も増加。
○これまでに蓄積されたストック量を踏まえると、今後、改築更新費は増加すると推定。
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約2,200箇所

15年経過
約1300箇所

50年経過
約1万km

今後50年経過管が
急増

約46万㎞
処理開始から15年を経過し
た処理場が半数を超える
(機械･電気設備の更新が
始まる処理場)

管路の年度別整備延長 処理場の年度別供用箇所数

改築更新費
（兆円）

膨大な既存施設の老朽化

〈推計方法〉

【管路】
適切な予防保全を行っている管路データを
用いて算定された健全率予測式に基づき、
改築時期と管路延長を設定

【処理場・ポンプ場】
改築実績に基づき、土木・建築75年、機械・
電気25年で改築すると設定

改築更新が必要な管路の割合

健全率予測式

経過年数

改築更新費推計額
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○年間の維持管理費は管路施設、処理場ともほぼ横ばい。一方でストック量は増加しており、管渠１ｍ当りの年間
維持管理費は、10年前と比較して約２割減、処理水量１ｍ3/日当りの年間維持管理費は約１割減。

○管渠の点検を計画的に実施している自治体の割合は約２割。

管路施設の年間維持管理費内訳と管渠1m当りの年間維持管理費 処理場の年間維持管理費内訳と処理水量当りの年間維持管理費

管路施設の点検・調査 H24 （都市規模別）

出典：下水道統計（H13～H24） 出典：下水道統計（H13～H24）

出典：平成24年度下水道統計

平均値：1.9%

平均値：22%

維持管理の実態

5

0
1,500
3,000
4,500
6,000
7,500
9,000
10,500
12,000
13,500
15,000

0
500

1,000
1,500
2,000
2,500
3,000
3,500
4,000
4,500
5,000

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

電力費

運転管理費

汚泥処分費

修繕費

薬品費

燃料費

水質測定費

人件費

その他

処理水量1m3/日当り

の年間維持管理費

（億円/年） （円/m3年）



○長女（１）を抱っこして自転車を押していた女性（３５）が歩道に開いた穴に転落
○長女は顔にけが、女性も手足を負傷
○原因は、マンホールの老朽化によるもの
○表面の穴は、縦約７０ｃｍ、横約５０ｃｍであったが、内部は、深さ約２．５ｍ、

直径３ｍの空洞となっていた
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出典：国土交通省調べ

大阪府豊中市での陥没事例（平成25年９月）

東京都北区での陥没事例（平成25年８月）

深さ１０㎝

下水道施設に起因する道路陥没
○管路に起因する道路陥没が全国で多発（年間約4,000～5,000件）。

○人や車両が転落するなど深刻な事故につながるケースも発生。
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○老朽化して亀裂のできた下水道管に土砂が流れ込み、陥没が発生

○近くに住む男性（７７）がつまづき、頭を強打

○陥没は、縦１ｍ,、横１ｍ、深さ１０ｃｍ

陥没原因となる管渠施設部位と原因割合

取付管

取付管と桝の
接続部

公共桝

本管と取付管の
接合部

本 管

本管と人孔の
接合部（管口）

年間
4～5,000件

その他数％

本管関連
約３割

取付管の老朽化
約７割

※古いものから順次交換



技術者の減少
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平成１４年 平成２４年 減少率

全体 約２．５万人 約１．９万人 約２割減

うち建設職員 約１．４万人 約０．９万人 約３割減

うち維持管理職員 約１．１万人 約１．０万人 約１割減

○全国の下水道技術者職員は減少している。

○下水道職員５人未満の市町村が約500存在（H24）
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○近年、豪雨の増加に伴い、内水浸水による被害は増加傾向である。

○豪雨による内水浸水の一般資産等被害

（平成２２年７月 福島県郡山市）

（平成２４年８月 大阪府大阪市）

豪雨に伴う内水浸水による被害額の経年変化
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１時間降水量50mm以上の年間発生回数（気象庁資料より）（全国のアメダス地点より集計した1,000地点あたりの回数）
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平均
229回
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(例)H20年8月
愛知県岡崎市

※時間最大雨量146.5ミリ (例)H22年7月
福島県郡山市

(例)H24年8月大阪府大阪市時間最大降雨量７４ミリ 時間最大降雨量８３ミリ

※水害統計では、異常気象は「豪雨」、「台風」、「前線」、「その他の異常気象」で分類している。

その中の「豪雨」のデータをもとに作成したもの。

（例）H24年8月
大阪府大阪市

（例）H22年7月
福島県郡山市

（例）H20年8月
愛知県岡崎市

※時間最大雨量146.5ミリ



既存施設の最大活用による浸水対策
○ 厳しい財政状況の中においても、局地的集中豪雨の頻発化に対し、早急に対応することが急務。

○ このためには、管渠ネットワーク化や、雨量レーダー、ＩＣＴを活用したリアルタイムコントロール等により、既存の管渠等の能力
を最大に活用していくこと、さらには放流先となる河川施設との一体的な施設運用等を図ることが必要。

○ さらには、降雨や管渠内水位等の観測情報、施設や情報等の既存ストック活用の先進事例、先進技術等に関する国内外の情
報を蓄積し関係者間で共有するための情報基盤の整備と、それらを活用できる人材の育成も必要。

貯留管内

水位計

地上雨量計

ポンプ運転

気象台

水位計

水位計

地上雨量計

ポンプ運転

貯留管

雨水吐口

貯留管

雨水ポンプ場

雨水ポンプ場

既存の施設情報一定の被害が生じた降雨の
時間分布や空間分布

管内の水位の積極的な観測

レーダー雨量計

データの
蓄積・分析

きめ細やかな
対策の検討

減災に活用
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○下水道は、水、下水汚泥バイオマス、リン、下水熱等を量・質ともに安定して集約し、“水・資源・エネルギーの
供給拠点”として低炭素・循環型社会づくりに貢献するポテンシャルを有するため、更なる利用促進が必要。

○さらに、他分野・他事業とも連携・協働した取組みも必要。

区分 賦 存 量 利用状況

下水汚泥
下水汚泥発生量

約223万トン/年
発電可能量：40億kWh/年

→約110万世帯の年間電力消費量に相当

エネルギー利用割合

約13％

下水熱
下水処理量：

約145億m3/年
熱供給可能量：8,300Gcal/h

→約1,800万世帯の年間冷暖房熱源に相当

下水熱の地域利用

13箇所

注）上記数値はポテンシャルであり、現在の技術で経済的合理性を有する利用可能量ではない 10

下水
下水管渠

生物反応槽最初沈殿池 最終沈殿池

下水汚泥バイオマス

固形燃料

石炭発電所等

バイオ
ガス

再生水
利用

下水処理場

オフィスビル等

下水熱

固形燃料化施設 発酵槽 バイオガス発電

下水道が有するエネルギーポテンシャルと利用状況

リン
肥料 等

下水道における水・資源・エネルギーの利活用の推進



l 本邦技術の優位性確保のため
の戦略的な国際標準化
（ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ、水の再利用、
汚泥等）

l 中央政府間・地方政府間の協力体
制構築、トップセールス

l 事業運営ノウハウ（官）と優位技術
（民）の有機的連携

世界の水ビジネス市場の拡大

l 2025年には３８兆円市場に成長

（対2007年で2.5倍）

l 東南アジア（ベトナムやインドネシ
ア）、中東（サウジなど）で今後下水
道整備が急速に進展する見通し

水・衛生分野での国際貢献

l 国連ミレニアム開発目標（衛生施設
を利用できない世界人口割合
51%(1990年)を半減）への貢献

l 道路を掘り返さず下水管整備 l 高度処理による処理水の再利用

■官民連携

日インドネシア大臣会談(H25.12)

■国際標準化

第１回 水の再利用に関する
ISO専門委員会（H26.1, 東京）

冠水した宮殿内を視察する
ユドヨノ大統領（H25.1）

日刊建設工業新聞
（H26.1.8）
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○世界での水インフラ需要の高まりを背景に、我が国経済の持続的成長と世界の水問題解決への貢献のため、
国際市場における事業展開を図ることが求められる。

○我が国の下水道技術や知見、人材等を活かし、官民連携や国際標準化等を通じた事業展開を推進。

l 日本企業が、計画、施工指導、資機材を受注
(約16億円(H26.1)

l 国交省は、官民連携セミナーや研修生受け入れ、
専門家派遣等により支援

背景

国際展開の取組 受注事例（インドネシア ジャカルタ地下放水路事業）

我が国の下水道技術の例

■推進工法 ■膜分離活性汚泥法

我が国産業の国内外における事業展開


